
障害者対応の課題を可視化する簡易調査ツール 「ミライロ・サーベイ（雇用版）」



はじめに

近年、国際社会における法整備の加速、SDGsやESGの普及によるD&Ｉ（DEI）機運の拡大、IT技術の発展による影響などを

背景に、障害者包摂の取り組みが強く求められています。

国連総会で採択された障害者権利条約に日本が署名して以降、国内では障害者基本法をはじめとして、障害者差別解消法や障

害者雇用促進法等の国内法が整備されてきました。

２０１６年に施行された障害者差別解消法については、２０２４年４月に改正法が施行され、民間事業者において「合理的配慮の

提供（※）」が法的義務になりました。雇用の分野においては、今後の段階的な「法定雇用率の引き上げ」や「雇用の質向上」に向

けた要請が高まり、「合理的配慮の提供」が重要度を増しています。

ミライロ・サーベイは、企業における現状の可視化と課題の特定を通じて、組織改善の第一歩を支援する診断ツールです。

調査結果を踏まえ、具体的な施策の実行に向けて取り組みを進めていただけます。
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※合理的配慮の提供とは

障害のある方は、社会に存在するバリアによって生活しづらい場合があります。そこで、障害のある方からバリアを取り除くために

何らかの対応を必要としている意思が伝えられた際、負担が重すぎない範囲で対応することが求められています。



障害者を取り巻く社会動向
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障害者の権利実現に向けた国内外のルール動向
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日本が障害者権利条約に署名

国連で障害者権利条約が採択

障害者基本法の改正

日本が障害者権利条約を批准

国際・障害者の10年

障害を持つアメリカ人法（ADA）制定

障害者の機会均等化に関する標準規則

国際障害者年

障害者に関する世界行動計画

2024年 障害者差別解消法の改正

障害者差別解消法の施行

改正障害者雇用促進法の施行

障害者の権利宣言

国連で障害者権利条約が採択

〇保護の対象から権利の主体へ

〇障害の社会モデルを導入

〇差別の禁止と合理的配慮を要請

EU基本法改正

欧州アクセシビリティ法（EAA）成立
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20１１年
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2019年

2016年

障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション
施策推進法の施行

2021年

障害者差別解消法の改正

〇共生社会の実現に向けた取り組み

〇差別禁止の具体的な対策を図る法律

〇差別の禁止と合理的配慮の提供を規定
2023年 障害者雇用促進法の改正

障害者雇用促進法の改正

〇雇用の質向上に向けた事業主の責務を明確化

〇法定雇用率の段階的な引き上げ

2024年に2.5%、2026年に2.7％



ハローワークにおける雇用分野の差別や合理的配慮の相談状況
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●差別と合理的配慮の相談件数 ●合理的配慮に関する相談内容
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合理的配慮の相談件数が過去最高、相談内容は「障害理解」が最多



障害者雇用を取り巻く動き
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雇用の機会確保に加えて、「質の向上」も求められている

c f .  ミライロ 「障害当事者が求める合理的配慮に関する意識調査」 2 0 2 4

障害者雇用促進法

改正

2016年 2022年

法定雇用率

段階的な引き上げ

2024年4月～

差別の禁止と合理的配慮の

提供を法的義務化

雇用の質向上に向けた

事業主の責務を明確化

2024年4月 2.5%

2026年7月 2.7%

障害者雇用促進法

改正

●法整備により雇用の促進と職業安定に向けた動きが加速



障害者差別解消法と障害者雇用促進法の関係性

障害者差別解消法と障害者雇用促進法は対象分野が異なる

区分 障害者差別解消法 障害者雇用促進法

対象分野 全般 雇用

差別の禁止 法的義務 法的義務

合理的配慮の提供 努力義務→法的義務 法的義務

ポイント
2024年4月に合理的配慮の

提供が法的義務化
2024年以降法定雇用率の

段階的な引き上げ
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なぜ取り組む必要があるのか

「社会にあるバリアを取り除くのは社会の責任」という考え方に変化

障害の医学モデル 障害の社会モデル

原因：個人の心身機能

解決：リハビリや訓練、治療

原因：社会にあるバリア

解決：社会側の改善
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定義されているポイント

共生社会の実現のため、障害を理由とする差別の解消が求められる

差別の禁止 合理的配慮の提供

障害を理由に、障害のない人と

異なる対応をすること

社会に存在するバリアを

取り除くための対応をすること

＋
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障害のある方が合理的配慮の提供不足を感じるシーン
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合理的配慮の提供不足を感じるシーンは、「仕事や職場」が1位

c f .  ミライロ 「障害当事者が求める合理的配慮に関する意識調査」 2 0 2 4
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障害のある方が企業に求める取り組み

「経営者によるコミットメント」の重要性を感じる方が多い

c f .  ミライロ 「障害当事者が求める合理的配慮に関する意識調査」 2 0 2 4
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コミュニケーションを円滑にするための情報保障や

Webアクセシビリティを整備すること

差別を無くし、合理的配慮の提供することの重要性を

経営者が自ら理解し、コミットメントすること

従業員への研修やオペレーションの改善を図ること

従業員研修と合わせて、障害のある方からの

相談窓口を整備すること

施設や職場のバリアフリー化を図ること
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障害がある方の課題と企業が求められる対応

現状の課題やニーズに合わせて取り組みをサポート
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情報の取得やコミュニケーション

への配慮がないため

応募時や就労後に不安がある

障害の理解や合理的配慮に

ついて、一緒に働く同僚や

上司の理解が不足している

施設や設備の整備、災害時の

ことが想定されていない

ため職場の環境に不安がある

社内の意識醸成

相談体制の仕組み

施設のバリアフリー化
（施設の整備／災害時の想定）

情報アクセシビリティの整備

（情報発信／情報保障等）

経営層のコミットメント

企業に求められる対応

障害がある方の課題



ミライロ・サーベイについて
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ミライロ・サーベイとは

部門横断で取り組みを促進するため

報告会（質疑応答）の機会を設置

調査票をもとに、レポートを作成

（スコア、コメント、優先順位付け）

関連部署と連携のうえ、

調査票に回答して情報を集約
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①調査票回答 ③オンライン報告会開催貴社 ミライロ

ミライロ・サーベイは、障害者雇用の取り組み状況を客観的な視点から総合的に評価・可視化する

簡易調査ツールです。「障害者雇用の取り組みを強化したいけれど、何から取り組めばいいの？」

「何ができていて、できていないの？」「他社と比べてどうなの？」、これらの疑問にお応えします。

ミライロ・サーベイ実施の流れ

②レポート作成



ミライロ・サーベイの特徴

まずは負担感なく現状を把握して、対応を考えたい企業におすすめ
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パッケージ化により

取り組みやすい料金設定

調査票の提供から

報告会まで短期間で対応

全社の現状を把握できる

設問に回答するだけ

42問 6週間 １０万円

※基本情報を除く



調査票のイメージ ※設問は全42問（以下は、一部抜粋）
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区分 設問例

方針

・ 障害者の差別禁止及び合理的配慮提供の重要性を経営陣が十分に理解している

・ 障害者についての差別禁止規定や行動指針がある

・ 従業員に対して、合理的配慮の提供に関して就業上何をしなければならないか具体的に周知している

環境

・ 設計や改修等の際に法律や条例の遵守または従業員が働きやすい職場環境づくりのためのガイドラインがある

・ 施設の設計や改修等の検討段階において、障害のある当事者が参画する機会がある

・ 物理的環境を取り除くための設備が備わっている

意識

・ 障害者雇用促進法や合理的配慮に関する理解促進の研修を行なっている

・ 必要に応じて研修内容を見直して、継続的に研修を実施している

・ 雇用している障害者も参画した避難訓練や災害時等を想定したサポート方法に関する研修を実施している

情報

・ 職場環境や通勤アクセスにおけるバリアフリー情報をWebの採用ページ等で発信している

・ 意思疎通を図ることや情報を取得することに支障がある方を支援するサービスを導入している

・ 社内で使用するシステムやコミュニケーションツールはアクセシビリティに配慮したものを選定している

制度

・ 出退勤時刻や休暇等に関して、通勤や通院、体調に配慮した制度を導入している

・ 雇用している障害者に対して職場環境の課題や改善に関する意見を確認する機会を定期的に設けている

・ 雇用している障害者からの相談窓口を設置して、周知をしている

※4段階評価／詳細状況の記載欄もあり回答の補足が可能



レポートのイメージ ※実際のレポートは全30～40ページ

「総評／各説フィードバック／参考データ／今後の方針」を掲載
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手続きの流れ

Step 1 Step 2 Step 3 Step 4 その後

貴
社

ミ
ラ
イ
ロ

サーベイの申込
（見積書兼発注書）

調査票提出
（3週間）

レポート作成
（3週間）

フィードバック面談  
（60分）

方針決定
ロードマップ作成

コンサルティング可調査票提供
フィードバック面談の

日程調整

※STEP４までの取り組みが料金に含まれます

※現地調査等はサービスに含まれていません

ミライロ・サーベイ

のフィードバックに

加えて、今後の取り

組みをご提案します。
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よくある質問

Q. どのような企業がどのような目的でミライロ・サーベイを実施していますか？

A. 雇用を積極的に行ってきた企業はこれまでの振り返り、これから雇用に取り組む企業は現在地の把握のために実施しています。

Q. ミライロ・サーベイを実施した企業は、どのように活用していますか？

A. 経営層への提案・意思決定の根拠、関連部署への課題共有や連携強化、施策立案・実行のための基盤として活用されています。

Q. 調査票の回答は何の部門が担当していることが多いですか？

A. 企業により異なりますが、人事や障害者雇用、ダイバーシティを推進する部署の方が担当する傾向があります。

Q. グループ企業にも実施することは可能ですか？

A. 可能です。その場合、1社あたり10万円（税別）のご負担が必要です。

Q. ミライロ・サーベイを実施して課題が見つかった際、サポートしてもうことはできますか？

A. 可能です。ミライロ・サーベイのレポートにサポート可能なメニューも掲載しますので参考にしてください。
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http://www.mirairo.co.jp

contact@mirairo.co.jp

お問い合わせ

株式会社ミライロ

大阪本社（大阪市淀川区西中島三丁目8番15号）

東京支社（東京都品川区東五反田五丁目26番5号）
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